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特許技術の導入と経済効果

－失業が存在する場合－

田中一芳＊

Ⅰ.序

多くの国際貿易理論では財や用役の移転に焦点を当てた分析が行なわれて

いる。これらの移転と同様に,特許使用料が支払われねばならない国際的な

特許技術の移転を認めることが重要であろう。この移転は,国際間で財生産に

1)おける技術の優位性を求めるために起こるという点で要素移動とは異なる。

このような技術移転に関して,Rodriguez(1975)やMcCullochとYellen(1982)

は,技術移転がない場合には外国はある財を生産することが出来ないといラ

仮定のもとで,この財を生産するための優れた技術を所有している国(技術

輸出国)の最適政策を吟味している。彼らの分析と比べて,Brecher(1982)

は,自国の技術より外国のそれを利用することによって可能となる余分な産

出量で測られた効率性に等しい特許使用料を支払わねばならない技術輸入国

の最適商業政策を考察している。

本稿の目的は,失業が存在している技術輸入国に焦点を当てて,2財(質

易財と非貿易財)と3要素(産業特殊的資本と労働)から成る一般均衡モデル

のもとで,特許技術の導入の所得分配や資源配分に及ぼす効果を調べること

である。第Ⅱ節では特許技術に対して支払われるべき特許使用料を含む基本

的モデルを設定する。第Ⅲ節では比較静学を行なう。第Ⅳ節では本稿の結果

*絶えず御教示・御鞭蛙を頂いております神戸商科大学・上河泰男先生に心から感謝申

し上げます。もちろん,本稿に有うべき過誤は私の責である。

1.要素移動については, Amano(1977), Burgess(1978), Casas(1985), Caves(1971),

Das(1981), Dei(1979), Jones(1967), Kemp(1966),を参照　Berglas and Jones(1977)
は資本に体化された技術移転を考えている。
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を纏める。

II.基本モデル

貿易財と非貿易財をそれぞれ産業特殊的資本と労働によって生産する小国

経済を考える。そして，貿易財産業においてヒックス中立の形で、外国の秀れ

た特許技術が導入されるものとする。この経済においては，財市場は完全に

競争的であり，各産業の特殊的資本はそれぞれの産業で完全に利用されてい

るものと仮定する。いま，毛，Lj， Kj，およびあをそれぞれ，第j産業の産

出量，労働雇用量，産業特殊的資本および特許技術導入の程度に対する代理

変数を表わすものとしよう。但し，j=t， nで、あり，それぞれは貿易財産業

と非貿易財産業を表わす添字とする。

各産業の生産関数がそれぞれ

( 1 ) Xt=g(島)pt(Lt，Kt)， 

(2) Xnニ pn(Ln，Kn)， 

のように表わされるものと仮定する。ここで，Fl は，規模に関して収穫が

不変であり，各要素の限界生産力が正かつ逓減すると L、う性質を持つものと

する。また，g(島)は技術導入関数として定義され，技術導入がないならば，

g( 0) = 1であり，技術導入によって生産が改善されるのであるから，任意

のKfに対して g(島)> 1である。さらに，Kfの程度が高くなればなる程，

より多くの技術的利益を得る，すなわち，g' (符-)> 0，と仮定するo

tjとWをそれぞれ第 j財価格と名目賃金率としよう (j=t，n)o 1次同次

の性質を持つ賃金関数w=ゆ(Pt，ム)を仮定することによって失業を導入す

る。貿易財価格で、表わされた賃金率と非貿易財の相対価格をそれぞれwとp

とすると，この関数の性質より，

( 3 )ω=μム

2. この点については， Brecher (982)を参照。

3. Koizumi and Kopecky(977)による。

4. この仮定は Koizumiand Kopecky(977)による。

5.このような賃金関数は Brecher0971l， Das0981l， Helpman(976)やRodseth(979) 
によって使用されている。
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を得る。但し， 0くμ三 ulogo/a logPnく 1であり，任意の変数 z に対して

z=dz/zで、ある。

ηを貿易財で表わされた第 j産業の特殊的資本のレンタルとしよう。利

潤極大条件より，

( 4 )ω=g(島-)(ap/oLt) =ρ(oFn/aLn) ， 

( 5 )η=g(島-)(oP/aKt) ， 

( 6 )η=ρ(aFn/aKn) ， 

を得る。ここで， (4)一 (6)式の代りに次の表現を用いる。

( 7 ) 鳥/Lj= hj (w/，η)， j=t， n， 

(8) wLt+rtKt=Xt， 

( 9 )ωLn+rnK;悶=pXn，

(7)式は，各産業において生産技術が与えられると，各産業の要素集約度が

要素の相対価格の関数として表わされるということを意味する。また，生

産関数の 1次同次性と(4)一(6)式により， (8)と(9)式が得られる。

つぎに，特許料Rにつし、て考えよう。(1)式におし、て，oX1向島=O/g) (dgldKf)Xt 

は特許技術の導入によって生み出された産出量の余剰効果を表わす。した

がって，Kfのもとで全体として生み出された効果は，Of三 (dlog g)/(d log Kf) 

とすると ，OfXtであり，この分に等しいだけ特許料が支払われるものとす

る。すなわち，

(10) R=OfXt， 

である。 (10)式から明らかなように，Ofは貿易財産業における特許料の分配

シェアであり ，Xtの大きさにかかわらず常に一定であると仮定する。

最後に，需要側の条件を導入しよう。

Djと Yをそれぞれ第 j財の需要量と貿易財で、表わされた国民所得とし

ようげ=t，n)。

Dと Yの関数である Dnは，この市場が均衡するためには，非貿易財の

6. このような取り吸いは Amano(1977)や Panagariya(1980)に見られる。

7. Brecher (982)は，特許技術の導入によって可能となった最大余剰に等しし、特許料が

支払われると考えているが， (10)式はこれに対応している。
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供給量と等しくなければならない。すなわち，

(11) D開 =Dn(ム Y)=Xn， 

である。但し，Y=Dt+tDn である。また，貿易財市場均衡の仮定のもとで，

(12) Dt=Dt(ρ， Y) =Xt-R 

である。これは貿易収支均衡を表わす。

以上の体系によって， fbとκfが与えられた場合に，あ，Lj， w，η，ρお

よびYが決定される。

m.比較静学

特許技術の程度における変化の効果を調べよう。 (1)と(2)式および(7)ー (9)式

を全微分すると，

^ ^ ^ ^ 
(13) Xt=ot1む+0 LtLt + 0 KtKt， 

^ ^ 
(14) X問=0 LnLn + (j KnKn， 

^ ^ ^ 八

(15) 均一Lj=σj(W-η)，j二 t，n 
〈八八 八八

(16)θLtω+OKtrt=Xt一 (θLtLt+OKtKt，) 

(17) θL担卸+(jKnrn=ρ+ X時一 (θLnLn+ OKnKn， ) 

を得る。但し，(jijは第j産業における第 i要素の分配シェアを表わし，(jLj+ 

θ幻=1である。また，巧は第j産業における要素聞の代替の弾力性を表わす。

(日)を(13)と(14)式のそれぞれに用いると，

^ ^ ^八八

(18) Lt=一位tσt(W-rt)+Xt-ofKf， 

^ ^ (9) Kt=θLtσt(W-η)+Xt-OfKf， 

^ ^ ^ ^ 
(20) Ln=一θ仰向(W一九)+Xn

(21) Kn=θLn内 (W一九)+Xn 

を得る。ところで，各産業の特殊的資本が完全に利用されていると L、う仮定

より ，(1時とω式はそれぞれ，

(22) 'Lj=一σ'j(W-η)，j=t， n， 

で表わされる。また(19)と(21)式より，

^ ^ ^ ^ 
(23) Xt=Of吟-OLtσt(W-rt)

八 ^̂  
(24) Xn= -OLnσn(ωーら)
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を得る。

(1功を(16)式， (14)を(1乃式に代入し，それぞれに(3)式を考慮、に入れると，

(25)η一ω (OfKf-pp)li伽，

(26)η-w= (1-μ) p!OKn， 

を得る。そして， (25)を(23)式，制を(24)式に代入すると，

(27) X，=-s，σ，pp+ (1 +んσ，)0/島，

(28) Xn=んσn(1-μ)ρ，

を得る。但し，sj=OLj / OKjで、ある (j=t，n)。例から例式を引くと，

(29) X，-Xn=一ゆ+(1+向，)ofKf，
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となる。但し， σs=stσtμ+んσn(1-μ) は所与の要素賦存と技術のもとでの

生産側における代替の弾力性を示す。

さて，需要側の条件に転じよう。 (11)と(叫式を全微分し，それぞれの差を取

ると，

(30) Dt-Dn=σDP 

を得る。但し，り，=(p/Dt) (aD仰がとりn= -(P/Dn) (aDn/ap)をそれぞれ需要

の価格弾力性とすると， σD =Yjpt十白河は需要側における代替の弾力性である。

また，例式を導出するために，ホモセティクな選好が仮定されている。

ここで，供給側と需要側の条件を結び付けよう。 (11)と(12)式より ，D，=X， 

およひ~Dn=Xn であるから， (2ゆと例式より，

(31) ド (1吋tσ，)竹島/(σD+σs)， 

を得る。したがって，より秀れた特許技術の導入によって非貿易財の相対価

格は騰貴する。これは，もし ρが一定であるならば，Xnが不変にとどまる

ために，より秀れた特許技術の導入が非貿易財に対して超過需要をもたらす

とL、うことによる。

Dへの効果が決定されたのであるから，より秀れた特許技術の導入の他の

経済的変数への効果を対外投資に関する分析結果と比べよう。例と例式を利

用することによって，それぞれより貿易財産業の実質資本レンタルの反応は

8.完全雇用モデ‘ルの場合については， ]ones(965)を参照。

9. この点については， Batra(973) ， Rivera-Batiz(982) ， ]ones(965)を参照。
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あいまいであるが，非貿易財産業のそれは騰貴することが分かる。これは，

完全雇用モデ、ルで、の Burgess(1978)の分析結果と逆であり，不完全雇用モ

デ、ルでの Das(1981)のそれと比べて，貿易財産業の実質資本レンタルにつ

いて不確定である。また， (26)を考慮、に入れた(22)式より，非貿易財産業におけ

る雇用量が増加すると共に，例式より，この産業の産出量が増加する。これ

に対して，例を考慮、に入れた例式より，貿易財産業における雇用量の変化は

あいまいである。これらの点は Burgessとは異なった Dasの分析結果と同

じになる。しかしながら，この産業の産出量の変化については，例に(31)式を

代入すると，

(32) Xt= (1 + stσt){σD十ん(1-μ)}011¥〆(σD十σs)， 

を得るのであるから，この産業の産出量は増加する。しかも，仰)を例式に代

入すると，

(33) Xtーん=(1+んσt)σDOt1む!(σD十円)， 

となるのであるから，貿易財産業の産出量は非貿易財産業のそれよりも増加

することが分かる。

最後に，当該経済全体の雇用量に及ぼす効果を調べよう。仰に制，同およ

び(31)式を考慮に入れると，

(34) d(Lt+Ln) =[{一 (Ltσt!fJxt)μ+(LnσnlOKn) (1-μ)} (1 +んσt)

+(Ltσtil伽)(σD十円)]0必!(σD+σs)，

を得る。したがって，全雇用量の動きは，両産業における初期雇用量 (Ltと

Ln) ，生産における要素聞の代替の弾力性 (σtとσn)，特殊的資本の分配シェ

ア (θKtとOKn)，名目賃金率の非貿易財価格弾力性1'， 貿易財産業における労

働の相対的シェア(ん)および需要側と供給側における 2財の聞の代替の弾

力性 (σD+σs)に依存する。ところで，上式の分子の符号が不確定であるた

めに，この動きはあいまいである。

N. むすび

本稿では，特許料が支払われねばならない外国のより秀れた技術の貿易財

産業への導入の経済効果を吟味した。このような特許技術の程度の変化の結
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果として，貿易財と非貿易財の両市場が不均衡になり これをクリアーする

ために非貿易財の相対価格が騰貴しなければならない。そこでは，非貿易財

産業の資本家は利益を受けるが，貿易財産業のそれは利益を受けるかどうか

分らない。また，非貿易財で、表わされた実質賃金率が下落するのであるから，

非貿易財産業の雇用量と産出量は増加する。ところが，貿易財産業の雇用量

への効果はあいまいである。これにも拘らず貿易財産業の産出量は増加し，

しかも非貿易財産業のそれよりも増加するのである。他方，当該経済全体の

雇用量の動きはあいまいである。
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